
2021年4月1日

肝炎対策の国及び各自治体の取組状況について
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•令和４年度肝炎対策予算案の概要
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令和４年度 肝炎対策予算案の概要

1,176 億円（ 1,173 億円）（参考）Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給

ӵ Ӷ

基本的な考え方

○ウイルス性肝炎に係る医療の推進
ọ Ỏ

○肝がん・重度肝硬変に係る治療研究の促進及び患者への支援

１． 肝疾患治療の促進 88 億円（89 億円）

令和４年度予算案 173 億円 （令和3年度予算額 173 億円）

○肝炎総合対策推進国民運動（知って、肝炎プロジェクト）による普及啓発の推進

４． 国民に対する正しい知識の普及 ２億円（２億円）

・ọ Ỏ

５． 研究の推進 38 億円（37 億円）

○地域における肝疾患診療連携体制の強化

○肝炎情報センターによる支援機能の戦略的強化

３． 地域における肝疾患診療連携体制の強化 5億円（６億円）

２． 肝炎ウイルス検査と重症化予防の推進 39 億円（40 億円）
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•肝炎総合対策
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Ｂ型肝炎及びＣ型肝炎について

Ｂ 型 肝 炎 Ｃ 型 肝 炎

原因ウイルス Ｂ型肝炎ウイルス Ｃ型肝炎ウイルス

病原体の発見 1968 （S43) 年 1988 （S63) 年

主な感染経路
血液感染等

（母子感染、家族内感染、医療行為、性感染等）
※感染力：強い

血液感染等
（大半は原因不明。血液製剤、医療行為等）

※感染力：Ｂ型肝炎に比べると弱い

持続感染
（キャリア化）

・２-３歳頃までに感染した場合は90％以上がキャリア化
・成人の感染の場合は約１％（欧米型のウイルスでは
１０％程度）がキャリア化

・キャリアの８５～９０％は無症候のまま経過

・約７０％（年齢に関係なし）がキャリア化
・自然経過では病状が徐々に進行し、多くは慢性肝炎
を発症

キャリア数※１

（2015年）
約１１０～１２０万人（推計） 約９０～１３０万人（推計）

患者数※２

(2018年)

約１９万人（推計）
（慢性肝炎 約１５万人／肝硬変・肝がん 約４万人）

約３０万人（推計）
（慢性肝炎 約２１万人／肝硬変・肝がん 約９万人）

治療法
（抗ウイルス療法）

・核酸アナログ製剤 治療（経口薬）でウイルスの増殖を
抑えられるが、排除は出来ない
→ 原則として、一生飲み続ける

・インターフェロンフリー治療（経口薬）で、ウイルス
の排除が可能。
→ 8週間～12週間で飲みきり。
（再治療等の症例では、24週間内服）

・インターフェロン治療（注射薬）：間接的に、ウイルスの増殖を抑え、肝炎を鎮静化。

ワクチン
あり

（H28.10より定期接種化(原則として１歳までに接種)）
なし

※１ 令和元年度 厚生労働科学研究費補助金 肝炎等克服政策研究事業 報告書（田中班）
※２ 令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 肝炎等克服政策研究事業 報告書（田中班)
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肝がん年齢調整死亡率

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（人口動態統計）, 部位別75歳未満年齢調整死亡率 , 部位：肝及び肝内胆管
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調査年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

年齢調整
死亡率

6.0 5.6 5.4 5.1 4.6 4.2 4.0 3.9

都道府県別、肝がん75 歳未満年齢調整死亡率（人口10 万対、令和2年）

全国平均：3.9

６



•都道府県の肝炎対策に係る計画等
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都道府県の肝炎対策に係る計画や目標の策定状況（令和２年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

⃝ 全ての都道府県で肝炎対策に係る計画や目標を策定し、目標等の達成状況を把握している。

肝炎対策の推進に関する基本的な指針（令和４年３月７日改正）

第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
（１）基本的な考え方
（前略）なお、国及び地方公共団体が肝炎対策を実施するに当たっては、その目標、具体的な指標等を設定

し、定期的にその達成状況を把握し、必要に応じて施策の見直しを検討することが重要である。

数値目標を定めている
数値目標以外の目標
を定めている

目標を定めていない

47都道府県 44 3 0

目標等の達成状況の把握

毎年度把握 目標改定年度把握 把握していない

47都道府県 37 10 0

８



肝炎対策協議会の開催状況（令和２年度）

35 (36)

ể 31 (31)

Ễ 4 (5)

ễ 0 (0)

肝炎患者・肝炎患者団体関係者を委員に含む 43 (44)

37 (43)

31 (33)

Ẇ Ễ

ẑ

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ ９



都道府県の肝炎対策協議会の構成メンバー（令和２年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ
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肝炎対策協議会の主な議題（令和２年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

28ṕ27Ṗ

30ṕ33Ṗ

19ṕ21Ṗ
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ẑ

11



•肝炎ウイルス検査について
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Ｂ型 C型

地方自治体の肝炎ウイルス検査の受検者数

実施主体 事業名 受検可能な場所 対象者 R1年度実績

都道府県
保健所設置市
特別区

特定感染症検査
等事業

保健所
委託医療機関

全年齢 Ｂ型:278,349人 Ｃ型:267,401人

市町村 健康増進事業 委託医療機関 40歳以上 Ｂ型:704,773人 Ｃ型:704,076人

0

20

40

60

80

100

120

H27 H28 H29 H30 R1
Ｂ型 1,206,910 1,013,403 967,172 1,053,567 983,122

Ｃ型 1,196,077 1,003,032 956,093 1,039,833 971,477

29 ṕ Ӹ Ṗ
30 ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ṕ Ӹ Ṗ 13



地方自治体の肝炎ウイルス検査の受検者数・陽性率の推移（令和元年度）
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受検者 陽性率

0.60%
0.52% 0.45% 0.42%

0.37% 0.36% 0.33%
0.28% 0.25%

0.0%
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Ｃ型肝炎ウイルス

受検者 陽性率

29 ṕ Ӹ Ṗ
30 ṕ Ṗ ṕ Ṗ
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都道府県別のＢ型肝炎ウイルス検査の受検者数①（令和元年度）
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令和元年度

Ｂ型肝炎ウイルス受検者（人） 983,122
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都道府県別のＢ型肝炎ウイルス検査の受検者数②（令和元年度）

ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ṕ Ӹ Ṗ
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ᾉ 2,349 8,548 10,897

ḵ︣ᾉ 465 12,165 12,630

ẋ ᾉ 5,634 7,722 13,356

ᾉ 531 1,956 2,487

╦Ἱᾉ 739 7,187 7,926
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都道府県別のＣ型肝炎ウイルス検査の受検者数①（令和元年度）
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令和元年度

Ｃ型肝炎ウイルス受検者（人） 971,477
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都道府県別のＣ型肝炎ウイルス検査の受検者数②（令和元年度）
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‰ ᾉ 1,058 1,267 2,325

ᴎᾉ 24,577 7,660 32,237

₪ᵎᾉ 7,446 3,862 11,308

≤ᾉ 3,581 5,732 9,313

Ἕ ᾉ 2,384 8,250 10,634

ᾉ 2,347 4,454 6,801

ẋ≤ᾉ 4,552 6,862 11,414

ꜟⱪ ᾉ 1,204 15,682 16,886

ᴏ ᾉ 278 5,599 5,877

› ὓ 267,401 704,076 971,477

ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ṕ Ӹ Ṗ 18



Ｂ型肝炎ウイルス検査の受検者数の対20歳以上人口比
（特定感染症検査等事業＋健康増進事業）
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「特定感染症検査等事業、健康増進事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）
「令和元年度地域保健・健康増進事業報告 （健康増進編）」（政府統計）より

※グラフ上の割合表記はR1のみ
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C型肝炎ウイルス検査の受検者数の対20歳以上人口比
（特定感染症検査等事業＋健康増進事業）

「特定感染症検査等事業、健康増進事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）
「令和元年度地域保健・健康増進事業報告 （健康増進編）」（政府統計）より

※グラフ上の割合表記はR1のみ
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都道府県などの肝炎ウイルス検査の実施状況（令和2 年度）
【特定感染症検査等事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

肝炎ウイルス検査の無料実施 陽性者
フォローアップ

の実施保健所 委託医療機関

都道府県（47） 47 47 39 46

保健所設置市（85） 82 60 61 77

うち政令指定都市
（20）

20 12 19 19

特別区（23） 23 12 17 22

総数（155） 152 119 117 145

（ẑ１）

（ẑ 2）

ṕẑểṖ
ṕẑỄṖ

※括弧内は自治体数
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市町村の肝炎ウイルス検査の実施状況（令和2 年度）
【健康増進事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

肝炎ウイルス検診の実施

無料実施あり
実施場所（複数回答あり）

集団健診 委託医療機関
保健所

保健センター

市町村（1,718） 1,589 1,219 879 24 1,483

うち保健所設置市
（85）

58 36 56 3 58

うち政令指定都市
（20）

５ 3 4 0 5

特別区（23） 23 1 23 １ 23

総数（1,741） 1,612 1,220 902 25 1,506

※括弧内は自治体数
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都道府県などの肝炎ウイルス検査の周知方法（令和2 年度）
【特定感染症検査等事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

HPに
掲載

広報誌に
掲載

役場、保健所
の掲示版
ポスター等

新聞等
マスコミを
使った告知

イベント
にて周知

個別
案内

他団体
協力

その他

保
健
所
実
施

都道府県（47/47） 47 21 36 17 21 0 9 11

保健所設置市
（60/85）

59 45 28 7 13 4 3 13

うち政令指定都市
（12/20）

11 6 5 1 1 1 0 3

特別区（12/23） 11 8 5 0 0 2 0 2

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（39/47） 39 12 24 13 17 2 12 7

保健所設置市
（61/85）

56 40 31 3 12 15 5 16

うち政令指定都市
（19/20）

19 9 13 1 5 9 3 4

特別区（17/23） 16 13 8 0 3 6 2 3

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）
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市町村の肝炎ウイルス検査の周知方法（令和2 年度）
【健康増進事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

HPに
掲載

広報誌に
掲載

役場、保健所
の掲示版
ポスター等

新聞等
マスコミを
使った告知

イベント
にて周知

他団体
協力 その他

個別案内
・勧奨

市町村
（1,589/1,718）

1,195 1,246 379 49 70 139 695 1,391

うち保健所設置市
（58/85）

57 52 35 1 9 10 23 52

うち政令指定都市

（5/20）
5 5 3 0 1 1 1 5

特別区（23/23） 22 20 12 0 4 2 5 22

総数
（1,612/1,741）

1,217 1,266 391 49 74 141 700 1,413

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）
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肝炎ウイルス検査の利便性を高める取り組み（令和2 年度）
【特定感染症検査等事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

出張型検査 他の検査と
同時検査

職域健診時に
同時検査

時間外に実施 その他

保
健
所
実
施

都道府県（47/47） 3 43 - 18 2

保健所設置市
（60/85）

1 52 - 15 1

うち政令指定都市
（12/20）

0 10 - 3 0

特別区（12/23） 0 9 - 0 1

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（39/47） 10 9 7 8 11

保健所設置市
（61/85）

5 29 4 21 7

うち政令指定都市
（19/20）

2 12 2 6 1

特別区（17/23） 0 9 0 8 2

25
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市町村肝炎ウイルス検査の利便性を高める取り組み（令和2 年度）
【健康増進事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

出張型検査 他の検査と
同時検査

職域検診時の
同時検査

時間外に実施 その他

市町村（1,589/1,718） 109 1,531 80 954 59

うち保健所設置市
（58/85）

14 56 4 36 2

うち政令指定都市
（5/20）

1 3 1 3 1

特別区（23/23） 0 21 1 14 1

総数（1,612/1,741） 109 1,552 81 968 60

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）

26



職域検査促進事業について

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

保険者等による職域における肝炎にかかる啓発や肝炎ウイルス検査の勧奨を行うことにより、職域検診における肝炎ウイルス

検査の実施を促すもの

都道府県等が、職域での健康診断を実施する保険者、肝炎ウイルス検査を実施する医療機関（検診機関）、事業所等に対して、
肝炎ウイルス検査の個別勧奨のためリーフレットの提供やイベント・セミナーの実施の委託等を行った場合、それに要する費用
を補助する。（補助先：都道府県、保健所設置市及び特別区 補助率：１／２）

都道府県
保健所設置市
特別区

○保険者
（協会けんぽ、健康保険組合等）
○検診機関
○事業所 など

ṕ Ṗ

従業員

連携先

β連携先の相手方や、具体的な従業員への周知啓発方法は都道府県等において決定。

目 的

事 業 の 概 要 ・ ス キ ーム

ẑ

ṕ Ṗ

ṕ15Ṗ
9 6 3 6

ṕ8Ṗ
4 0 1 4

実 施 状 況 （ 令 和 ２ 年度 ）

ẑ

ṕ Ṗ

ṕ15Ṗ
13 5 4

ṕ8Ṗ
5 0 4
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•重症化予防の推進について
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肝炎患者等の重症化予防推進事業の流れ

自治体が実施する肝炎ウイルス検査
その他（職域検査、妊婦健診、手術前検査）

特定感染症検査等事業 健康増進事業

初回精密検査の費用助成

定期検査の費用助成
肝炎治療特別促進事業

（医療費助成）

肝炎ウイルス陽性者を早期に発見するとともに、相談やフォローアップにより陽性者を早期治療に繋げ、
ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を図る。

事業概要

陽性者

＜フォローアップ方法＞
対象者に対し、同意を得た上で、調査票を年１回送付する等により医療機関の受診状況や診療状況を確認し、
未受診の場合は、必要に応じて電話等により受診を勧奨

フォローアップの同意取得

フォローアップ事業の対象者

治療対象

29



検査費用助成の拡充

26 27 28 29

ể Ễ Ễ Ễ

235,000
Ṩ Ṩ

Ḳ3 Ṋ
Ḳ6 Ṋ

Ḳ2 Ṋ
Ḳ3 Ṋ

定期検査費用助成の変遷

医師の診断書

・定期検査費用の初回申請時及び病態進展時に必要

・平成30年度から医師の診断書に代わる資料により医師の診断書の提出が省略可能（病態進展時を除く）
・１年以内に肝炎治療特別推進事業で医師の診断書を提出
・医師の診断書以外のもので、都道府県が定める方法で病態が確認できる場合

【初回精密検査費用の助成対象の拡充】
事業開始時、初回精密検査費用の助成は、自治体検査で陽性となった者が対象

令和元年度より、職域での検査で陽性となった者、令和２年度より、妊婦健診・手術前検査の肝炎ウイルス検査で陽性となった者
を初回精密検査の助成対象とすることで、これまでカバーしきれていない層にアプローチするとともに、陽性者フォローアップを行い重症化予防を推進。

職域

自治体 肝 炎 医 療 費
助 成 の 対 象

定期検査費用助成の対象

初 回 精 密
検 査 費 用
助 成 の 対 象

手術前検査

妊婦健診

肝
炎
ウ
イ
ル
ス
検
査

陽
性
者
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

※陽性者フォローアップは、地方自治体が対象者の同意を得た上で、
医療機関の受診状況等を確認し、必要に応じて受診勧奨を実施

初回精密検査費用助成の変遷
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重症化予防推進事業の実施状況

事業概要
利用者の利便性に配慮した肝炎ウイルス検査を実施することにより肝炎ウイルス陽性者を早期に発見するとともに、相談やフォローアッ
プにより陽性者を早期治療に繋げ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を図ることを目的とする。

44 44

45

46 46

1 1

1

1 1

2 2

1

H28 H29 H30 R1 R2

実施 単独事業 未実施

42

44 44

45 45

1

1 1

1 1

4

2 2

1 1

H28 H29 H30 R1 R2

実施 単独事業 未実施

定期検査初回精密検査

「令和２年度特定感染症検査等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

（都道府県数） （都道府県数）
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初回精密検査費用助成の受給者数（令和２年度）
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平成30年度 令和元年度 令和2年度

受給者数（人） 1,071 1,034 896

「令和２年度特定感染症検査等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より 32



初回精密検査費用助成の受給者数（平成30年度～令和２年度）

「令和２年度特定感染症検査等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

ꜛⱵ H30 R1 R2
›ὓ

ˢH30˙R2)

ᵤ 0 0 0 0 

ᾉ 27 21 25 73 

ḵ︣ᾉ 13 5 6 24 

ẋ ᾉ 18 16 10 44 

ᾉ 11 12 3 26 

╦Ἱᾉ 7 4 3 14 

ᾉ 17 24 11 52 

ᾉ 26 31 7 64 

ᾉ 38 27 29 94 

Ἢ ᾉ 17 20 12 49 

≥Ờᾉ 59 57 51 167 

ᾉ 61 66 71 198 

Ằ 115 77 102 294 

ᾉ 24 41 36 101 

ᶣᾉ 4 8 6 18 
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ᾉ 7 14 13 34 

ӻᾉ 23 13 11 47 

╦ ᾉ 7 8 8 23 

ᾉ 0 5 3 8 

ṅ ᾉ 20 17 15 52 
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›ὓ
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ῲ ᾉ 13 22 24 59 

╦ῢᾉ 10 12 13 35 

ᾉ 5 2 5 12 

  ᾉ 8 5 1 14 

һ ᾉ 13 10 6 29 

‰ ᾉ 14 8 1 23 

ᴎᾉ 64 66 42 172 

₪ᵎᾉ 11 11 7 29 

≤ᾉ 9 9 6 24 

Ἕ ᾉ 18 17 20 55 

ᾉ 11 11 6 28 

ẋ≤ᾉ 12 5 5 22 

ꜟⱪ ᾉ 25 19 17 61 

ᴏ ᾉ 17 9 3 29 

› ὓ 1,071 1,034 896 3,001
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定期検査費用助成の受給者数（令和２年度）
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平成30年度 令和元年度 令和2年度

受給者数（人） 3,073 3,517 3,037

「令和２年度特定感染症検査等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より 34



定期検査費用助成の受給者数（平成30年度～令和２年度）

「令和２年度特定感染症検査等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

ꜛⱵ H30 R1 R2
›ὓ

ˢH30˙R2)

ᵤ 0 0 0 0 

ᾉ 19 29 14 62 

ḵ︣ᾉ 1 1 2 4 

ẋ ᾉ 6 10 6 22 

ᾉ 61 74 73 208 

╦Ἱᾉ 2 2 2 6 

ᾉ 11 20 15 46 

ᾉ 7 31 26 64 

ᾉ 6 15 21 42 

Ἢ ᾉ 125 147 139 411 

≥Ờᾉ 493 499 494 1,486 

ᾉ 26 42 51 119 

Ằ 67 71 105 243 

ᾉ 111 112 112 335 

ᶣᾉ 17 30 28 75 

╦ᾉ 48 48 16 112 

ᾉ 43 40 26 109 

ӻᾉ 7 15 21 43 

╦ ᾉ 79 41 42 162 

ᾉ 0 2 2 4 

ṅ ᾉ 172 167 150 489 

ᴎᾉ 126 151 96 373 

һ ᾉ 43 34 43 120 

╣ ᾉ 17 6 2 25 

ꜛⱵ H30 R1 R2
›ὓ

ˢH30˙R2)

ⱴᵎᾉ 20 28 18 66 

Ằ 17 20 40 77 

∫ 0 0 0 0 

ᾫᾉ 59 41 68 168 

ᾉ 1 2 1 4 

ᴰ╦ᾉ 49 31 36 116 

︡ᾉ 36 24 8 68 

₢ᾉ 67 67 59 193 

ᴎ╦ᾉ 21 43 49 113 

ῲ ᾉ 349 349 386 1,084 

╦ῢᾉ 19 15 25 59 

ᾉ 13 17 30 60 

  ᾉ 10 8 8 26 

һ ᾉ 277 255 234 766 

‰ ᾉ 79 109 92 280 

ᴎᾉ 324 325 174 823 

₪ᵎᾉ 15 34 35 84 

≤ᾉ 16 15 20 51 

Ἕ ᾉ 120 437 178 735 

ᾉ 9 14 6 29 

ẋ≤ᾉ 64 60 41 165 

ꜟⱪ ᾉ 15 28 35 78 

ᴏ ᾉ 6 8 8 22 

› ὓ 3,073 3,517 3,037 9,627
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初回精密検査の勧奨方法（令和2 年度）
【特定感染症検査等事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

受検可能な
医療機関案内

医療機関への
紹介状の交付

助成制度
の案内

特になし その他
具体例

保
健
所
実
施

都道府県（46/47） 29 19 44 1 3 ・肝炎医療機関の紹介 等

保健所設置市
（55/85）

31 24 53 ０ 2
・陽性者サポート事業について
説明している 等

うち政令指定都市
（10/20）

6 2 9 ０ ０

特別区（11/23） 4 6 9 0 3
・東京都のフォローアップを
紹介 等

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（37/47） 21 15 33 0 6 ・肝炎ウイルス検査を実施し
た医療機関を通じて周知 等

保健所設置市
（58/85）

29 13 55 ４ ３ ・健康サポート手帳を同封
等

うち政令指定都市
（19/20）

10 4 19 0 2 ・肝炎手帳、リーフレットの
配付 等

特別区（17/23） 5 1 17 0 0

36

※括弧内は
（フォローアップ実施自治体数/自治体数）



初回精密検査後の要医療者に対する勧奨方法（令和2 年度）
【特定感染症検査等事業】

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

受検可能な
医療機関案内

医療機関への
紹介状の交付

助成制度
の案内

特にな
し

その他
具体例

保
健
所
実
施

都道府県（46/47） 31 8 40 3 6 ・受診状況の確認（調査票の送付、
電話）等

保健所設置市（55/85） 20 3 32 19 6 ・肝炎かかりつけ医と連携し勧奨
している 等

うち政令指定都市
（10/20）

4 0 6 4 １
・治療の意義や自己管理の重要性、
日常生活での留意点等について説
明

特別区（11/23） 2 2 4 4 2
・フォローアップ同意書を提出し
た方に送付している調査書に基づ
き受診勧奨をしている 等

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（37/47） 22 5 31 2 7 ・肝炎ウイルス検査を実施した
医療機関を通じて周知 等

保健所設置市（58/85） 16 1 24 29 5 ・初回精密検査を実施した医師が
今後の治療方針について説明 等

うち政令指定都市
（19/20）

5 0 7 11 2 ・各医療機関が指導

特別区（17/23） 3 1 7 10 0

37

※括弧内は
（フォローアップ実施自治体数/自治体数）



•肝疾患治療の促進について

38



肝炎治療促進のための環境整備

肝炎治療特別促進事業（医療費助成）

Ｂ型ウイルス性肝炎に対するインターフェロン治療
と核酸アナログ製剤治療、Ｃ型ウイルス性肝炎の根
治を目的としたインターフェロン治療とインター
フェロンフリー治療への医療費助成を行う。

ọ Ỏ

Ｂ型慢性活動性肝炎に対するインターフェロン治療

Ｂ型慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤治療

Ｃ型慢性肝疾患の根治を目的としたインターフェロン治療

ṧ

Ｃ型慢性肝疾患の根治を目的としたインターフェロンフリー治療

ể ṕ Ễ Ṗ

Ḳ ṬểḲể

受給者証交付件数（各年度末）

44,731 

26,594 

28,797 

17,721 

20,542 
17,758 

17,411 

2,239 
488 269 282 190 179 

38,038 
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62,404 

72,989 

77,667 
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肝炎治療促進のための環境整備

2,239 
488 

269 282 190 179 

72,989 
77,667 79,817 

84,249 85,781 83,69489,012 
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31,507 
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インターフェロン（B、C） 核酸アナログ製剤 インターフェロンフリー

Ｂ
型
肝
炎

インターフェロン(１回)

ペグインターフェロン(１回)

Ｃ
型
肝
炎

核酸アナログ製剤治療の
更新申請の簡素化（※）

核酸アナログ製剤

インターフェロン(２回)

インターフェロンフリー

受給者証交付件数（各年度末）

ペグインターフェロン(２回)
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令和２年度医療費助成（都道府県別受給件数）

ꜛⱵ
ϱрЌ˔Тϴкр

ˢὯˣ
ϱрЌ˔ТϴкрТз˔

ˢὯˣ
ᶋ▒ϯЗкϽ −

ˢὯˣ

ᵤ 2 631 8,424 

ᾉ 0 190 856 

ḵ︣ᾉ 0 97 394 

ẋ ᾉ 0 197 574 

ᾉ 0 68 843 

╦Ἱᾉ 0 91 544 

ᾉ 0 195 625 

ᾉ 3 440 353 

ᾉ 1 325 479 

Ἢ ᾉ 1 264 557 

≥Ờᾉ 9 725 3,427 

ᾉ 4 654 3,217 

Ằ 32 1,095 7,313 

ᾉ 19 703 4,802 

ᶣᾉ 2 137 623 

╦ᾉ 1 71 926 

ᾉ 3 96 1,272 

ӻᾉ 0 72 475 

╦ ᾉ 0 132 525 

ᾉ 1 212 1,216 

ṅ ᾉ 3 194 834 

ᴎᾉ 2 478 2,253 

һ ᾉ 11 641 3,594 

╣ ᾉ 0 211 605 

ꜛⱵ
ϱрЌ˔Тϴкр

ˢὯˣ
ϱрЌ˔ТϴкрТз˔

ˢὯˣ
ᶋ▒ϯЗкϽ −

ˢὯˣ

ⱴᵎᾉ 1 161 738 

Ằ 1 308 1,485 

∫ 29 1,230 6,754 

ᾫᾉ 26 633 4,718 

ᾉ 2 146 502 

ᴰ╦ᾉ 3 167 740 

︡ᾉ 0 58 512 

₢ᾉ 0 71 884 

ᴎ╦ᾉ 3 190 1,536 

ῲ ᾉ 0 321 3,452 

╦ῢᾉ 1 180 1,083 

ᾉ 2 93 363 

  ᾉ 1 143 843 

һ ᾉ 0 215 1,303 

‰ ᾉ 0 63 579 

ᴎᾉ 15 1,029 4,927 

₪ᵎᾉ 0 173 877 

≤ᾉ 0 148 1,737 

Ἕ ᾉ 0 265 1,432 

ᾉ 0 151 1,113 

ẋ≤ᾉ 0 99 1,121 

ꜟⱪ ᾉ 1 156 1,592 

ᴏ ᾉ 0 62 672 

› ὓ 179 13,981 83,694

「令和２年度肝炎医療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ）より 41



令和２年度核酸アナログ製剤治療助成受給者の割合
（都道府県別）

※「令和２年度肝炎医療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ）より
※※「Ｂ型・Ｃ型肝炎による肝硬変、肝がん患者における医療費等の実態調査｣（ 平成28年度総括研究報告書研究代表者 伊藤澄信）より

折れ線グラフ：核酸アナログ製剤治療助成受給者数（R2）※／Ｂ型肝炎治療患者数（H27）※※

全国平均: 60.4％（R2）, 61.9%（R1） , 60.8%（H30）
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（人）
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令和２年度インターフェロンフリー治療助成受給者の割合
（都道府県別）

※「令和２年度肝炎医療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ）より
※※「Ｂ型・Ｃ型肝炎による肝硬変、肝がん患者における医療費等の実態調査｣（ 平成28年度総括研究報告書研究代表者 伊藤澄信）より

折れ線グラフ：インターフェロンフリー治療助成受給者数（R2）※／C型肝炎治療患者数（H27）※※

全国平均: 4.1％（R2）, 5.7%（R1） , 7.4%（H30）

631 

190 

97 

197 

68 91 

195 

440 

325 
264 

725 

654 

1,095 

703 

137 

71 
96 72 

132 

212 194 

478 

641 

211 
161 

308 

1,230 

633 

146 167 

58 71 

190 

321 

180 

93 
143 

215 

63 

1,029 

173 
148 

265 

151 
99 

156 

62 

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

インターフェロンフリー治療助成対象者数
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•肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

44



肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の概要

実 施 主 体 都道府県

対 象 者

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変に関する医療保険各法又は高齢者の医療
の確保に関する法律の医療に関する給付を受けている者で、臨床調査個人票及び研究への同意書を
提出した者

所得制限 年収約３７０万円以下を対象

医療保険の所得区分

７０歳未満 エ、オ

７０歳以上 一般、低所得Ⅱ、低所得Ⅰ

対 象 医 療

肝がん・重度肝硬変の入院治療、分子標的薬による肝がんの通院治療（*）で過去１年間で３月以上高額

療養費算定基準額を超えた場合に、高額療養費算定基準額を超えた３月目以降の医療費に対し、公費負担を
行う。

* 肝動注化学療法による肝がんの通院治療を含む。

自己負担月額 １万円

財 源 負 担 国：地方＝１：１

B型・Ｃ型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者の特徴を踏まえ、患者の医療費の負担の軽減を図りつつ、
患者からの臨床データを収集し、肝がん・重度肝硬変の予後の改善や生活の質の向上、肝がんの再発の抑制などを目指
した、肝がん・重度肝硬変治療にかかるガイドラインの作成など、肝がん・重度肝硬変の治療研究を促進するための支援を
実施。（平成３０年１２月開始。令和３年４月から見直し。）

β
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肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の要件が緩和
令和３年（2021年）４月１日～

1回目のカウント 1回目のカウント 1回目のカウント

2回目のカウント2回目のカウント

3回目のカウント

1月目 2月目 3月目

過去12カ月以内

（※）入院・外来の組み合わせは問わない

外来医療も対象に追加

¸分子標的薬

¸免疫チェックポイント阻害薬

¸肝動注化学療法

【緩和後】 助成開始の
対象月数を

４月から３月に
短縮

VB型・C型肝炎ウイルス起因の肝がん・重度肝硬変患者

V年収370万円以下

V入院医療

V高額療養費の限度額を超えた月が３月目から自己負担１万円

７０歳未満：エ、オ
７０歳以上：一般、低所得Ⅱ、低所得Ⅰ

医療保険の所得区分
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○指定医療機関、肝炎ウイルス検査ができる病院などをウェ
ブで検索できるシステム（肝炎情報センターが管理、運営）

・肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関、肝炎ウイル

ス検査を受けられる全国の拠点病院、専門医療機関、保健所、委託医療機関

等の検索が可能。

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業のポスター等

ポスター 肝ナビ
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•肝疾患診療体制の整備
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肝炎対策における肝疾患診療連携拠点病院の位置付け

肝疾患診療連携拠点病院
（都道府県に原則１カ所）

国立国際医療研究センター
肝炎・免疫研究センター

肝炎情報センター

健診部門

肝疾患専門医療機関
（2次医療圏に1カ所以上）

紹介 紹介 紹介

国 民

肝炎ウイルス検査

相互
紹介

健診機関 診療所・病院 保健所 その他

連携・支援
技術指導

連携・支援

① 専門医等による診断と治療方針の決定

② 抗ウイルス療法の適切な実施

③ 肝がんの高危険群の同定と早期診断

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集
や紹介

③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会・
講演会の開催や肝疾患に関する相談支援

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設
定＋肝がんに対する集学的治療を行うことが
できる医療機関

約3,700施設
（令和４年3月時点）

47都道府県・71施設
（令和４年３月時点）
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｢肝疾患に関する診療及び肝疾患患者に対する支援体制の整備について｣
（ 平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 厚 生 労 働 省 健 康 局 長 通 知 ） の概 要

１．肝疾患に関する診療及び支援に関する基本的考え方

（１）目標や指標の設定
・肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすことを目標に、肝がんのり患率をできるだけ減らすことを指標とし、その
達成を目指すもの。

・地域の実情に応じたより具体的な目標や指標を設定するとともに、定期的に実施状況を把握し、評価及び見直し
を実施する。

（２）受検、受診、受療とフォローアップが円滑に繋がる体制づくり
・保健所や委託医療機関で実施する肝炎ウイルス検査、さらに職域における肝炎ウイルス検査の普及を図り、これ
らの検査で陽性となった者の早期受診に繋げる。

・医療機関で治療等や出産の前に行われる肝炎ウイルス検査について、その結果を本人に伝え、陽性の場合には専
門医療機関等に紹介する。

（３）患者本位の肝疾患診療の実現
・肝炎に係る治療の選択肢が拡大する中、医療関係者との信頼関係の下で、患者が治療の効果やリスクなどについ
て十分な説明を受け、納得して治療を受けられることが重要である。

・正確な病態の把握や治療方針の決定には肝炎に関する専門的な医療機関の関与が必要であり、かかりつけ医と専
門医療機関等のそれぞれの役割に応じた連携を図っていく。

・肝炎の最新の治療法や支援策等の情報が、患者やその家族に提供されるための取組を進める。
（４）肝疾患診療の向上、均てん化
・専門医療機関及び拠点病院を整備し、当該機関を拠点として、かかりつけ医との連携の強化、地域の医療従事者
の研修に取り組むなど、体制整備を進めていく。

・肝炎対策協議会の開催、医療連携の促進、肝炎医療コーディネーターの養成及び活用、治療と仕事の両立支援に
取り組む

（５）肝炎患者等への相談対応と適切な支援
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｢肝疾患に関する診療及び肝疾患患者に対する支援体制の整備について｣
（ 平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 厚 生 労 働 省 健 康 局 長 通 知 ） の概 要

２．肝疾患に関する専門医療機関について

（１）専門医療機関の条件：２次医療圏に少なくとも１カ所以上確保することが望ましい。
ア 専門的な知識を持つ医師（肝臓専門医等）による診断と治療方針の決定が行われていること。
イ 肝炎患者の状態に応じた抗ウイルス療法を適切に選択、実施し、治療後もフォローアップできること。
ウ 肝がんの高危険群の同定と早期診断を適切に実施できること。

（２）都道府県における専門医療機関の整備方針及び選定の要件を明確にするとともに、選定後も要件に適合しているかを
定期的に確認する。

（３）専門医療機関に肝臓専門医等が必ずしも常駐できない場合は、他の医療機関にいる肝臓専門医等による関与の下で診療
が行われること、又は上記（１）ア～ウの要件に合致するよう研修等の実施により対応を図ることとする。

（４）近年の肝炎医療の急速な進展を踏まえ、かかりつけ医、専門医療機関及び拠点病院での適切な診療連携・支援に取り
組む。

（５）学会等の診療ガイドラインに準ずる標準的治療を行っていること、肝疾患についてセカンドオピニオンを提示
する機能を持つか施設間連携により対応できる体制を有することが望ましい。

３．肝疾患診療連携拠点病院について

（１）拠点病院は、専門医療機関の条件アからウを満たした上で、肝炎を中心とする肝疾患に関する以下の機能を有し、
都道府県の中で肝疾患の診療ネットワークの中心的な役割を果たす医療機関とする。地域の実情に応じ、一カ所以上
選定するものとするが、複数の拠点病院を選定した都道府県においては、適切な連携等により、全体として、下記機能
が果たされるようにする。
ア 肝炎医療に関する情報の提供
イ 都道府県内の専門医療機関等に関する情報の収集や提供
ウ 医療従事者を対象とした研修や情報提供の実施
エ 肝炎患者やその家族、地域住民等に対する講演会の開催や相談等による支援
オ 専門医療機関等との協議の実施

また、アからオのほか、肝がんに対する集学的治療が実施可能な体制が必要である。

４．拠点病院及び専門医療機関の選定について

・専門医療機関及び拠点病院については、都道府県で設置している肝炎対策協議会で協議の上、選定すること。
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拠点病院等連絡協議会の開催状況（令和２年度）
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拠点病院等連絡協議会の構成メンバー（令和２年度）
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拠点病院等連絡協議会の主な議題（令和２年度）
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肝疾患診療連携拠点病院と専門医療機関の選定状況（令和２年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

１．肝疾患診療連携拠点病院の選定状況：全国71か所（令和２年度）

○ 71か所すべての拠点病院で、肝疾患相談・支援センターを設置

○ 複数の拠点病院がある都道府県は、以下のとおり。（括弧内は箇所数）

北海道 （３） 秋田県 （２） 茨城県 （２） 栃木県 （２） 東京都 （２）

神奈川県（５） 富山県 （２） 静岡県 （２） 愛知県 （４） 滋賀県 （２）

京都府 （２） 大阪府 （５） 和歌山県（２） 広島県 （２） 香川県 （２）

２．専門医療機関の選定状況：全国3,140か所（令和２年度）※令和元年度は3,112ヵ所
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・拠点病院、県外の専門医療機関を含まない。
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肝疾患診療連携拠点病院と専門医療機関の状況（令和２年度）
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肝炎医療コーディネーターについて

1 Ṅ
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肝炎医療コーディネーターの養成数

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

事業概要
都道府県は、市町村の保健師、地域の医療機関の看護師、職域
の健康管理担当者などで、肝炎に関する情報の説明、肝炎ウイ
ルス検査後のフォローアップや受診勧奨などの支援を行う人材
を養成する。

47都道府県で計24,197名の肝炎医療コーディ
ネーターを養成



肝炎医療コーディネーターの職種（令和２年度）
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肝炎医療コーディネーターの養成、認定など（令和2年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

○「肝炎医療コーディネーターに期待される役割、心構え」について取り上げている自治体が増加した。

※ 上記５つは、肝炎医療コーディネーターの研修内容（習得事項）として考えられるものとして、「肝炎医療コーディネーターの養成及び活動について」
（健発0425第４号平成29年４月25日厚生労働省健康局長通知）別紙５.（２）で示したものである。

43

47

45

38

36

44

46

43

37

35

肝炎医療コーディネーターに期待される役割、心構え

肝疾患の基本的な知識

各都道府県の肝炎対策

地域の肝疾患診療連携体制

肝炎医療コーディネーターの具体的な活動事例

R１

R2

■ 肝炎医療コーディネーターの養成研修の内容

■ 肝炎医療コーディネーターの認定など

コーディネーター認定の
定期的な更新

コーディネーターの名簿

定期的に更新
一度認定したら
更新なし

名簿を作成
（定期的に更新）

名簿を作成
（更新なし）

名簿を
作成していない

都道府県数
R１（n=47） 23 24 36 11 0 

都道府県数
R2（n=47） 25 22 39 8 0 
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肝炎医療コーディネーターの技能向上、活動支援（令和2年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

Ẇ 技能向上の取組として、文書やインターネットを使用した情報提供を実施している都道府県が増加している。
Ẇ 要望を聞く機会を設けている都道府県や、コーディネーターを配置している機関のリストを公表している都道府

県、コーディネーターバッチなどを作成している都道府県も増加している。

コーディネーターの技能向上の取組（複数回答あり） 研修の実施内容（複数回答あり）

研修を実施
文書やインター
ネットを使用した
情報提供を実施

研修を実施していない 講演会、講義
グループ
ワーク

情報交換会

都道府県数
R1（n=47） 37 14 8 36 18 14

都道府県数
R2（n=47） 37 15 8 36 11 12

※「肝炎医療コーディネーターの養成及び活動について」（健発0425第４号平成29年４月25日厚生労働省健康局長通知）別紙６.（２）より
各都道府県又は都道府県から委託を受けた拠点病院等は、（中略）肝炎医療コーディネーターの継続的な技能向上（スキルアップ）を図るように努めるこ
と。

コーディネーターへの活動支援（複数回答あり）

コーディネーター
が相談できる体制
を整えている

要望を聞く機会を
設けている

コーディネーターを
配置している機関の
リストを公表している

コーディネーター
バッチなどを
作成している

特にない

都道府県数
R1（n=47） 22 12 28 28 3

都道府県数
R2（n=47） 21 13 29 30 3
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肝炎医療コーディネーターの活動場所と活動割合（令和2年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

○コーディネーターの活動度合が、拠点病院や保健所で高いと評価している都道府県が多い。

・【 】内は、当該場所に肝炎医療コーディネーターを配置している都道府県の数（n=47）
・ 活動度合は、各都道府県による評価

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間の企業・団体【35】

福祉、介護事業所等【19】

薬局【32】

検診機関【31】

市町村【45】

保健所（都道府県）【42】

その他の医療機関【43】

専門医療機関【45】

拠点病院【45】

積極的に活動している 活動している あまり活動できていない 活動できていない 活動状況不明
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•普及啓発
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都道府県における普及啓発の実施状況（令和2年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

ポスターの作成 リーフレットの作成

掲示・配布先 配布先

庁舎内
に掲示

保健所
等に配
布

医療機
関に配
布

薬局に
配布

企業に
配布

その他
庁舎内
で配布

保健所
等に配
布

医療機
関に配
布

薬局に
配布

企業に
配布

啓発イ
ベント
で配布

その他

都道府県
（47）

10 7 10 9 3 1 2 38 18 36 32 10 9 17 10

啓発に活用しているメディア・媒体

テレビ ラジオ 新聞 SNS
ホーム
ページ

広報誌
メール
マガジ
ン

都道府県
（47）

8 15 12 7 45 16 3

（上記以外の取組）
・肝臓週間の時期に保健所による街頭キャンペーンを実施
・肝臓週間にあわせ庁舎内にてパネル展を実施
・県庁舎の催事スペースにおいて、パネル展を実施
・大学との協定に基づき、啓発マンガを作成
・肝炎ウイルス検査の必要性をわかりやすく伝えるための啓発まんがチラシを作成
・インターネットアンケートを利用したクイズ
・うちわ、ポケットティッシュ、Ｔシャツ、ベスト、のぼりの啓発用資材を作成し、イベント等で活用
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肝炎患者支援手帳の作成と内容について（令和2年度）

ễ ṕ 2.4.1 Ṍ 3.3.31 Ṗ ṕ Ӹ Ṗ

○令和２年度は31都道府県で、「肝炎患者支援手帳」を作成している。

28 

23 

27 

25 

26 

24 

5 

8 

肝炎についての説明

医療機関の案内

検査結果やデータの記載

検査の数値の説明や解説

日常生活での注意事項

医療費助成や定期検査の事業案内

医療費助成の自己負担額の管理

その他
その他の内容

・B型・C型肝炎の訴訟の給付金について
・検査スケジュール、肝炎・肝硬変の治療指針 など

肝炎患者支援手帳の内容
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肝炎総合対策推進国民運動事業の概要

政策課題解決型の戦略的広報の展開

⇒ 肝炎の『早期発見』『早期治療』を重点的に訴求 (全ての国民が一度は受検する必要のある「肝炎ウイルス検査」の積極推進)

概 要

「肝炎対策の推進に関する基本指針」（平成23年5月16日制定、平成28年6月30日改正）に基づき（※）、肝炎に関する知識

や肝炎ウイルス検査の必要性を分かりやすく伝え、国民が肝炎への正しい知識を持ち、早期発見・早期治療に向けた行動を

促すため、多種多様な媒体を活用しての効果的な情報発信や民間企業との連携を通じた肝炎対策を展開し、肝炎総合対策を

国民運動として推進するもの。

（※） 基本指針の「第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向 （５）肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発」において、『肝炎ウイルスは感染しても自
覚症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識していても、感染者が早急な治療の必要性を認識しにくい。このため、国民一人一人が感染による
リスクを自覚した対応を図るよう、肝炎についての正しい知識の普及啓発について、幅広い世代に対応し、各世代に応じて分かりやすいものとなるよう、その効果を
見つつ取り組む必要がある。』とされている。

事業の内容

１．広報戦略の策定
２．情報発信（メディアの活用、WEBコンテンツの制作・運用）
３．イベントの実施（日本肝炎デー関連イベント、集中広報の実施）
４．大使・スペシャルサポーターの活動支援

５．パートナー企業・団体との活動
６．広報技術支援（行政の広報施策のサポート）
７．国民運動の効果検証
８．運営事務局の設置

［令和３年度の主な活動］

（１）全体イベントの実施
・7/29「知って、肝炎プロジェクト 世界・日本肝炎デー2021」開催

（２）自治体・関係団体向けの啓発活動
・和歌山県・福岡県・宮崎県における集中広報の実施
・都道府県知事、市町村長、関係団体の長への表敬訪問の実施
［39都道府県、28市町村、5団体を訪問（令和3年1２月現在）］
（平成26年からの累計）

（３）情報発信
・オフィシャルホームページの運用
・メディアを通じた広報（新聞、テレビ、ラジオ等への記事掲載や広告）
・ポスター・リーフレットの作成
・動画の作成

（４）その他
・パートナー企業・団体の支援
・「知って、肝炎プロモーター」の支援
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知って、肝炎プロジェクト 地方自治体表敬訪問実績

39都道府県、28市町村、5団体を訪問（令和3年1２月現在）
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肝炎総合対策推進国民運動事業
『知って、肝炎プロジェクト』

令和3年度の活動報告
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啓発ポスター・リーフレット

「未来の健康」篇 「乃木坂46 からのお願い」篇

https://youtu.be/zTAYUWeONMU

啓発動画

「行こう、肝炎検査！！」篇
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ṕ Ṗ

第1部：フォーラム

ṕ Ṗ

3 ṕ
Ṗ

第2部：PRイベント

ṆṆ

「FM COCOLO HOLIDAY SPECIAL 
Mindful Living 」公開生放送イベント

「知って、肝炎プロジェクト世界・日本肝炎デー2021 」

CM

EXILE NESMITH HKT48 Ṅ
¬ º

【TV出演】FBS福岡放送「バリはやッ！ZIP ！」
【ラジオ出演】FM福岡「ラジオカー」中継コーナー

【TV出演】UMK テレビ宮崎「U-doki 」
【ラジオ出演】エフエム宮崎（JOY FM ）「グッドタイム」

JFN3 (FM FM
Ṗ

ḲEXILE TETSUYA/

YouTube にて生配信 メディア露出（TV・新聞・週刊誌・WEB 等）ラジオ特番
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公式Instagram アカウントの開設 広告展開

メディア連携

Instagram
ṕ@kanen_pjt Ṗ

29

インフルエンサーの活用

JR東日本トレインチャンネル

東京メトロTMV

シティスケープ®福岡 シティスケープ®和歌山
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■全国地域婦人団体連絡協議会 ■山梨県大月市「矢立の杉」

■山形県庁 ■宮崎県庁

ṕ ṖḲ ṕ Ṗ

コロナ禍で行動が制限される期間も多かったが、活動可能なタイミングと感染対策のもと各地を訪問
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■郁文館夢学園「THE POWER 」

■桜美林大学「百桜祭」

■ニューイヤーズカウントダウン2022 ＠和歌山マリーナシティ

大学・学校との連携 地域イベントとの連携

■日本体育大学「東京＆北京オリンピック・パラリンピック
結果報告会・壮行会」

■JA北大阪 年金友の会総会
”杉良太郎& 伍代夏子 スペシャルコンサート”

■静岡 第27 期しみずかがやき塾杉良太郎氏講演会

学園祭や学校主催のイベント、地域イベントに大使・スペシャルサポーターがゲスト出演し、トークによる啓発やリーフレットの配布を実施
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ˮ͗ἷḟמΜχκχễӾ˯τνΜο
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ˮ͗ἷḟמΜχκχễӾ˯τνΜο

̓ ˮ͗ἷḟמ ΜχκχễӾ˯ψʺ︠τ ᶘ͏ Ϭ τʺḟמϳϱиІχḇ Ϭ ΰʺ

ζχḇ ϞḆּיχ ˑτ βϥ ᾋϞ₯ ϬσΨβάρʺϘθʺ τϢϥ͗ἷḟמχḇ

ᶈ χὊӳϬ Ϥʺ ᵲτΚμθ ˑχ Ϭ Φʺ ᵲᵕ χᵃ ϬᶘϐάρτϢϤʺ ρ χ

ᵲΥṞάϣσΜּזᵓχ▫ Ϭ―ΠϥάρϬ ρΰοʺ ⁯͗ἷḟמ ᾖ⁮ ʾ ῐ χẸ Ϭ

οʺ⌠ ΰθʻ

̙ ˮ͗ἷḟמΜχκχễӾ˯ρψ

̓ ᴬᶘ ρχ ὀχᴞʺᶘ χ ϒχ ẉϬ ϥḢ Τϣ ᶘ͏ Ϭ βϥ ễԌ

Ӎτ ʻ χ τνΜοψʺᶆᶘ χṆ τϢϤ Ϭ“μοΜϥʻϘθʺ ⁯͗ἷḟמ

ᾖ⁮ ʾ ῐ Υᶨ χԁḕρΰο“μοΜϥ͗ἷḟמϳϱиІḇ ᵲּיχ„ṰˢΜϩϠϥˮḆ

Ṱ˯ˣτνΜοʺṆ„יּ ΥΚϥᶘ τ βϥ ᾏϬם☼ΰοΜϥʻ

̓ χД˔Ќψῡ ͥ͝ˢˮ͗ἷḟמ ˯ˣτἿ∏ΰοΜϥʻ╒◓χᶨ τᴥΠοʺЍ
ϳрк˔Жχ ʺД˔ЌϜέᶨ ΜθιΜοϜ σΜʻ

URL:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/b -kanen/index.html

̙ ˮ͗ἷḟמΜχκχễӾ˯χᶨ χΣḻΜ
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ˮ͗ἷḟמΜχκχễӾ˯τνΜο

̙ χ ʾḆּי„Ṱχ ᾏχ ΰ₅ϙ

ΰ₅ϙ χˮ ₅ ˯Ϭᶨ ΰοʺᴞṜχ͖͛ͭ ψe-mailτο ΰ₅ϙʻ
̞Ṇ ϢϤϜ ϬϜμο ΰ₅ϙϬΣḻΜΰθΜʻ

Ὣᴮ ῡ Τϣיּ ΰ₅ϙ χὫᴮτνΜο ʻ
̞ χ χϙṆ χ ›ψʺ Υ Μⱳ ʺ ⱳʺ ʻ

χ ῡ  Υʺᶆᶘיּ χ ˢ ʺⱲḧʺ ˣϬᶎ χ
ʺ ⁯͗ἷḟמ ᾖ⁮ ʾ ῐ ρ ΰʺ ⇔ϬὨ ʻ

Ḇּי„Ṱχם☼ ͗ἷḟמḆּי Υᵓ Ϭ Ϧʺ„ṰϬם☼ʻ

˲Σ Μ›ϩδ ˳
ῡ ὲῴộΥϭʾכ ├ᴿ͗ἷḟמ ע├
TELʿ03-5253-1111ˢ 2101ˣ
FAX : 03-3595-2169 ˗ e-mail: bkan -inochi ̏mhlw.go.jp
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肝炎研究１０カ年戦略 肝炎治療戦略会議取りまとめ
（戦略期間：平成２４年度～令和３年度）

平成28 年度
中間見直し

◆肝炎研究の戦略

肝炎研究
７カ年戦略

H20 Ṍ H24 Ṍ

肝炎研究
１０カ年戦略

H28

ọ
ṕ Ṗ

《研究成果目標》 ※研究内容自体のアウトプット（新設）

ọ Ḳ

Ỏ Ḳ

Ḳ

Ḳ

ọ Ỏ

【中間見直し】

戦略目標ṕ 3 Ṗ

《治療成績目標》 ※研究成果等を踏まえたアウトカム（現状を踏まえた見直し）

(1) 5 ọ HBs ỈṾẓ ỊṾ

(2) Ỏ SVR 90% ẓ 95Ṍ100%

(3) (Child -Pugh C) 50% 18 ẓ 24

(4) ọ ễ%ẓ Ễ% Ỏ ệṌỊ%ẓ ễṌệ%

特に、Ｂ型肝炎、肝硬変の治療
に係る医薬品の開発等に係る研
究を促進
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肝炎研究１０カ年戦略の見直しについて

○ 「肝炎研究10ヵ年戦略」に基づき、肝炎に係る研究を行っているが、令和３年度が最終年のため、内容を見直し、令和4年度以降
の肝炎研究に係る戦略を定めることが必要。

○ 令和3年3月1日の第20回肝炎治療戦略会議で議論いただいた見直し案を「中間とりまとめ」として、令和３年5月に公表。
肝炎対策基本指針と整合性の取れたものとするため、基本指針の改正を受けて、令和４年３月８日～１０日に第21回肝炎治療戦
略会議を書面開催。

背景

肝炎研究推進戦略（肝炎研究１０ヵ年戦略の見直し案）の概要

１．課題

① B型肝炎 ○
○ 創薬実用化に向けた研究は、一定の成果が得られているものの、実臨床への応用には至っていない。
○ 創薬に資する研究は引き続き重点課題であり、Ｂ型肝炎からの発がん機序解明も課題。

② C型肝炎 ○
○ インターフェロンフリー治療によるSVR率は95%以上を達成し、肝硬変からの発がん率も目標に到達。
○ 薬剤耐性ウイルスや非代償性肝硬変に対するSVR率の改善やウイルス排除後の発がん等が残された課題。

③ 非代償性肝硬変 ○

○ 肝移植に代わる治療法がなく、臨床応用可能な抗線維化薬の開発が喫緊の課題。
○ 肝硬変からの発がん割合が高いことから、早期に非侵襲的に線維化の評価を可能とする方法の確立が必要。

④ 肝がん ○

○ 非ウイルス性肝疾患による肝がんが増加。肝発がん機序の解明に資する研究が生命予後の延長に必要。

２．目標

B型肝炎：核酸アナログ製剤治療によるHBs抗原陰性化率の改善（現状約３％→約５％）。

C型肝炎：慢性肝炎、代償性肝硬変におけるSVR率の改善（現状約95％以上→100％）、

非代償性肝硬変におけるSVR率の改善（現状約92％→約95％）。

非代償性肝硬変：２年生存率の改善（Child Pugh Ｂは現状約70％→約80％、Child Pugh Ｃは現状の約45％→約55％）。

肝がん：年齢調整罹患率の改善（現状約13％→約７％）。
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研究の推進（肝炎等克服実用化研究事業）

課題：Ｂ型肝炎は、核酸アナログ製剤ではウイルスを完全に排除することは難しく、継続的に投与する必要があり、継続投与により薬剤耐性
の出現や副作用のリスクがある。

○基盤技術の更なる進展
・ウイルスの感染複製機構の解析、自然免疫系の解析
・感染効率の良い安定した実験系への改良

○候補化合物をスクリーニングし、順次、候補化合物の
評価・最適化

○前臨床試験の実施

３件の
企業導出

又は
臨床試験の開始

①治療薬候補化合物のスクリーニングに関する研究
②ウイルス因子の解析に関する研究
③宿主因子の解析に関する研究
④持続感染実験モデルを用いた病態の解析に関する研究
⑤根絶に向けた新規治療法の開発に関する研究
⑥実用化に向けたＢ型肝炎治療薬の開発

H29～R３年度

臨床研究の課題

Ｂ型肝炎

・ウイルス排除が困難
・核酸アナログ製剤の長期
投与と薬剤耐性化、副作用

・再活性化 等

Ｃ型肝炎

・インターフェロン
フリー治療不成功後の
薬剤耐性

・インターフェロン
フリー治療後の長期
予後、発がん 等

肝硬変

・線維化を改善させる
根本的な治療薬・
治療法がない

・重症度別の長期予後
が不明 等

肝がん

・肝発がん、再発機序
が不明でありその防
止策がない

・生存率が低い 等

その他

・非アルコール性脂肪
性肝疾患の病態解明
や治療法の開発

・Ｅ型肝炎の慢性化
機序の解明 等

・Ｂ型肝炎ウイルスの感染複製機構の解明
・Ｃ型肝炎病態推移モデルの作成
・Ｃ型肝炎ウイルス排除後の病態の解析
・ウイルス性肝炎の特異的免疫反応の解明
・肝線維化機序の解明
・発がん機序の解明
・非アルコール性脂肪性肝疾患の病態解明

基礎研究の課題

R３年度からの新規研究内容
・Ｂ型肝炎のドラッグフリーを目指した治療法に関する研究（Ｂ型肝炎）
・Ｂ型肝炎の再活性化・再燃による肝炎発症機序に関する研究（Ｂ型肝炎）
・新規作用機序を有するＣ型肝炎治療法に関する研究（Ｃ型肝炎）
・新たな技術を用いた肝再生及び肝機能の維持回復に関する研究（肝硬変）
・脂肪肝炎を背景とする代謝関連肝がん発生の病態解明に関する研究（肝がん・その他）
・慢性炎症を背景とした肝発がん、再発に至る機序の解明と再発の予防および治療法の開発に関する研究（肝がん）
・肝疾患に伴う栄養・代謝・免疫・運動機能低下等の機序解明に関する研究（肝硬変・その他）
・肝炎医療の水準向上に資する新たな知見の創出や新規技術の開発に関する研究（基礎研究・その他）
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研究の推進（政策研究）

研究
類型

開始
年度

終了
年度

研究者等名 所属研究機関 採択課題名

指定 H30 R4 小池 和彦 公立学校共済組合関東中央病院 肝がん・重度肝硬変の治療に係るガイドラインの作成等に資する研究

一般 R1 R3 田中 純子
広島大学大学院医歯薬保健学
研究院 疫学・疾病制御学

肝炎ウイルス感染状況の把握及び肝炎ウイルス排除への方策に
資する疫学研究

一般 R2 R4 是永 匡紹
国立国際医療研究センター・
肝炎免疫研究センター

新たな手法を用いた肝炎ウイルス検査受検率・陽性者受診率の向上
に資する研究

指定 R2 R4 考藤 達哉
国立国際医療研究センター・
肝炎免疫研究センター

肝炎総合対策の拡充への新たなアプローチに関する研究

指定 R2 R4 松岡 隆介 国立感染症研究所 肝炎等克服政策研究事業の企画及び評価に関する研究

指定 R2 R4 江口 有一郎
医療法人 ロコメディカル
ロコメディカル総合研究所

非ウイルス性を含めた肝疾患のトータルケアに資する人材育成等に
関する研究

指定 R2 R4 八橋 弘 長崎医療センター
ソーシャルメディア等を活用した肝炎ウイルス感染者の偏見差別の
解消を目指した研究

一般 R3 R5 金子 周一 金沢大学医薬保健研究域医学系
ネットワーク社会における地域の特性に応じた肝疾患診療連携体制
構築に資する研究

指定 R3 R5 四柳 宏
東京大学医科学研究所先端
医療研究センター

オーダーメードな肝炎ウイルス感染防止・重症化予防ストラテジー
の確立に資する研究

新

新
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